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1.研究の背景 

 近年、伐採期を迎えた森林資源の増大を受け、地

域材を活用した住宅供給への取り組みが盛んになっ

てきている。しかし、これまで外材に依存してきた

木材の供給体制においては地域材供給の仕組みの構

築が間に合っておらず、流通を滞らせる結果となっ

ている(Figure 1）。そんな中、異業種間連携※１によ

って、地域材を中心とした家づくりのネットワーク

を構築したグループの活動が、各地で取り組まれて

いる。この取り組みは、地域材活用ならびに地域住

宅産業の振興に大きく寄与すると考えられることか

ら、取り組みのさらなる活発化が期待される。 

2.研究の目的および調査方法 

 山口県においても、地域材の活用促進は喫緊の課

題である。県の補助制度により地域材（山口県産材）

の自給率は向上しているが、補助金を除くと他地域

との競争力は乏しいというのが現状である。また、

山口県内の製材業者は１社を除くと規模も小さく供

給能力も低く、在庫量や生産効率には限界がある。

このように、地域材活用拡大への取り組みには、依

然として多くの課題が残っている。この窮状の一打

開策として、山口県では、異業種間連携を通して、

それらの課題の相互理解により地域材活用のための

住宅供給の仕組みづくりに対する取り組みが始動し

ている。本研究において、地域材活用促進のための

異業種間連携による住宅供給の仕組みづくりに対す

る一助となることを目的とし、先進グループの調査

分析を行うとともに、山口県における仕組みづくり

の取り組みの実践（『やまぐち木の家ネットワーク』）

に参加しながら、ネットワーク構築までのプロセス

を整理分析することで、地域材による住宅供給の実

状や課題を明らかにするとともに、異業種間連携に

よる住宅供給の仕組みづくりの可能性について考察

する。
Figure 1 供給の流れ 
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3.先進事例調査 

 先進グループの地域材活用促進のための異業種間

連携による住宅供給の取り組みを調査した。調査方

法は、先進グループの代表者または担当者に、事前

に作成したヒアリング用紙の内容に沿って、「組織概

要」「設立の経緯・目的」「活動内容」「今後の方針等」

の項目について、聞き取りを行った。先進グループ

は、『顔の見える木材での家づくりグループ 65選』※

2からネットワークの形成方法の異なるグループを

選出した。（Table 1） 

3.1 先進事例調査考察 

各グループの調査よりグループの取り組みを地域

材活用促進につなげるための活動として、次の 5項

目に整理が出来た。

① 木および木の家の魅力を広く伝える

 地域材や地域材による住宅の魅力を普及する活動

を通して、地域材を用いた家づくりに興味を持つ一

般住宅取得者数を増やすことにより、地域材による

住宅供給の促進につなげるという方法である。先進

事例としては、高校生への出前授業や百貨店のイベ

ントなどを通して木の家や自然素材の家づくりの良

さを伝えている「NPO 法人 木(もく)の会」の取り

組みや、大国柱の伐採ツアーを通して地域材を用い

た家づくりの魅力を伝えている「讃岐の舎づくり倶

楽部」の取り組みなどがある。

② 取り組みの特徴をアピールする

 顔の見える関係で住宅供給に取り組んでいること

や森林の循環や気候風土に考慮して住宅供給に取り

組んでいるといったグループの活動の特徴をアピー

ルポイントとして、住宅取得者の獲得および契約に

つなげることで、地域材を用いた住宅の供給量を増

やすという方法である。先進事例としては、グルー

プの活動紹介冊子『キノイエキノコトひょうご』の

発行を行っている「ひょうご木のすまい協議会」の

取り組みや「顔の見える木材での家づくりグループ

65 選」によるPRなどがこれにあたる。 
③ 取り組みによる成果物を活かす

 グループの取り組みの中で開発した地域材を用い

た商品や扱っている地域材の良さを PR ポイントと

することで、それらを活用する業者や工務店の増加

や一般住宅取得者の獲得および契約につなげること

で、地域材の活用を促進させるという方法である。

先進事例としては、品質・性能が保証されたグルー

プ独自のグレーディング材を生産・供給している

「SSDプロジェクトユニオン」の取り組みや、グル

ープの中で扱う地域材の品質基準を設定している

「やまぐち木の家ネットワーク」の取り組みなどが

ある。

④ 供給体制を見直す

 木材の流れや発注体制や製材方法などを見直し、

生産効率や利益率を上げることで、地域材を利用し

やすくするという方法である。先進事例としては、

構造部材の規格化による生産効率を向上させている

「安成工務店エコビルドトライウッド山とまち連携

グループ」のフレーミングシステムや、流通経路の

単純化や㎥単位での発注といった独自の流通経路を

構築することによる材料や費用の無駄を省いている

「熊本の山の木で家をつくる会」の取り組みなどが

ある。

⑤ グループメンバーの個々の力を向上させる

 グループ内での勉強会や情報共有などの取り組み

により、メンバー個々の設計能力や製材能力、経営

能力などを向上させ、供給する木材や住宅の品質を

向上させることにより、地域材の活用促進につなげ

るという方法である。先進事例としては、乾燥技術

研修や専門家による講演会など、木材乾燥や地域材

活用に関する研修や勉強会を開催するといった「や

まぐち木の家ネットワーク」の取り組みや、設計ス

クールおよびマーケティングスクールにより、個々

の工務店の設計力や経営力の向上を図っている「ひ

ょうご木のすまい協議会」の取り組みなどがある。

4.仕組みづくり実践調査考察 

 山口県における地域材活用促進のためのグループ

「やまぐち木の家ネットワーク」の仕組みづくりの

取り組みに実際に参加しながら、地域材による住宅

供給の実状や課題の整理とともに、それらの課題解

決のための異業種間連携による取り組みの具体的な

知見を得る。

4.1「やまぐち木の家ネットワーク」の概要 

 本グループは、山口県内の製材所・プレカット業

者・工務店・設計が水平連合を組み、地域材(山口県

産材)の活用促進を図るための仕組みづくりに取り

組んでいる。仕組みづくりは、月 2回の全体会合「定

例会」と、部門ごとの会合「部会」により進めた。

また、山口県森林企画課や山口県森林組合連合会、

（財）建材試験センターも参加し、専門的・客観的

な視点を加えている。（Figure 2）

Table 1 ヒアリング対象グループ 
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4.2 仕組みづくりの成果分析 

 部門ごとの各企業が抱えている問題点について、

他部門と相互に理解をし、地域材による住宅供給に

おける現状の課題について協議した。仕組みづくり

の主な成果として、「木材認証基準」「標準部材の設

定」「価格の設定」「素材利用協定」「在庫量集約シス

テム」「製材所水平ネットワーク」「スパン表」「モデ

ルプラン」「無垢材による剛床」が挙げられる。それ

らを現状の各課題に対して期待される効果により整

理した（Figure 3）。さらに、それらをもとに、地域

材活用のためのグループの取り組みをAからDの4
項目に整理した。

A) 林家と製材業をつなぎ、林業を活性化させ原木

供給を安定させる取り組み

 《林家》においては、林産業経営の悪化やそれに

伴う人工林の荒廃が課題となっていた。それらの課

題に対して、グループ所属の製材所が山口県森林連

合会との間で素材の仕様と価格・数量についての協

定を結ぶという「素材利用協定」、また、変動する素

材価格に加えて、山元への還元を一定額確保するこ

とで製材品価格を設定した「価格の設定」などとい

った取り組みにより、林家の森林整備費用の確保に

繋がり、林業経営の安定による林産業の活性化なら

びに持続可能な素材生産が可能になる。さらに、生

産された原木の集積、仕分け、販売を行う《原木市

場》としては、「素材利用協定」により、一定の供給

量を確保できると共に、林産業の活性化に伴い原木

の品質向上並びに安定的な供給を受けられる。また、

原木市場からの確実な還元が期待できることから、

これまで出荷を拒んでいた林家からの原木供給も期

待できる。（Figure 4）

Figure 2 ヒアリング対象グループ 

Figure 3 課題・成果・効果の整理 

Figure 4 価格設定の考え方 
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B) 製材所同士をつなぎ、中小規模製材所による木

材供給を安定させる取り組み

 《製材業》においては、主に中小製材所の供給能

力の低さ、乾燥期間と設計工程とのずれが課題とな

っていた。それらの課題に対して、流通システムに

おける「製材所水平ネットワーク」、「在庫量集約シ

ステム」、「標準部の設定」により製材所同士の連携

が容易になると共に、乾燥材料の適量な在庫を確保

しやすくなる (Figure 5)。また、《プレカット》にお

いては、設計変更や運搬時の材の損傷などに伴う材

の交換や変更への対応時に材の過不足が発生するこ

とが課題となっていた。それらの課題に対して、こ

れらの流通システムにより製材品の安定的な供給が

受けられるようになると共に、「標準部材の設定」に

より必要部材の種類がある程度限定されることで、

材の交換や変更への対応が容易になると期待される。 

C) 良質な木材を確保すると共に、地域材を使いや

すくするための取り組み

 《設計者・工務店》においては、高温乾燥による

材の品質低下や地域材に対する認知度の低さが課題

となっていた。それらの課題に対して、乾燥時の温

度や材の美観に対する基準を「木材認証基準」とし

て設定したことにより高品質な材の確保が可能にな

る。また、《製材業》においては、良質な木材の価値

を認める基準が設定され、さらに「価格の設定」に

よりグループ内の製材所間での価格競争がなくなる

ことで、各製材所同士の乾燥および製材の工夫によ

る品質競争が期待できる。また、認証基準を満たし

た標準部材のための断面算定表「スパン表」を独自

に作成することにより、設計段階において、設計者

自身により断面寸法および木材費の概算をすること

が可能になる。さらに、「無垢材による剛床」を開発

したことにより、地域材の利用範囲が拡大し地域材

需要の増大が期待できるとともに、水平構面の耐力

を無垢材により確保することが容易になり、長期優

良住宅を無垢材で建築することが容易になる。

D) グループが取り組んでいる家づくりの考え方を

伝えるための取り組み

 標準部材による設計のモデルとして作成した「モ

デルプラン」により、《住宅取得者》に対して提案を

分かりやすく伝えることが可能になるとともに、今

後グループの規模を拡大する場合においても、取り

組みが伝わりやすくなることが期待される。

4.2 先進事例の取り組みとの比較 

 先進事例へのヒアリング調査によって明らかにな

った地域材活用促進のための異業種間連携による住

宅供給の取り組みで重要視されている 5 項目と「や

まぐち木の家ネットワーク」の成果及び取り組みを

比較する。（表 2）本グループの成果は、主に②③④

に当てはまる。さらに、①⑤については、仕組みづ

くりの過程で取り組んでいる。このことから、本グ

ループの現段階における方向性は、先進事例の取り

組みと比較によると、有効である可能性が高いと考

えられる。

5.まとめ 

 本研究において、異業種間連携の仕組みづくりに

取り組むときの具体的な方策を提示している。しか

し、現段階において、本グループの仕組みは実際に

運用されていないことから、地域材活用促進のため

の取り組みの４項目の有効性については可能性の域

を出ない。そのため、それぞれの成果の実践結果か

ら取り組みを検証する必要がある。このような地域

材を活用した異業種間連携による住宅供給の取り組

みがさらに盛んになり、地域材活用が促進されると

共に、地域材ならびに木造住宅の質が向上すること

が期待される。

注釈 
※1 異業種間連携：地域材による住宅供給に関わる

業種間の連携をさす

※2 木構造振興株式会社『顔の見える木材での家づ

くりグループ65 選（2011年度版）』2011 

(平成 26年 2月 12日受理) 

Figure 5 流通ネットワークの構想 

Table 2 先進事例の取り組みとの比較 
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